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１．高砂市民病院のあるべき姿 

（１）公立病院としての必要性

①新興感染症への対応

現在の高砂市民病院にある感染症専用病棟や検査専用のプレハブについ

ては、新型コロナウイルス感染症対応が終了したとしても、新興感染症に備え、

今後も維持する。また、新病院についてもその機能は残すこととする。

②災害医療への対応

将来、発生が予想されている南海トラフ地震、また大規模火災や人身事故な

どの災害発生時の対応を高砂市民病院が中心となって、自院対応が可能なも

の、三次救急病院へ転送するもののトリアージを行い、公立病院の使命である

災害医療への対応を実践する。

③救急搬送患者の受入れ

・平日時間内の受入れ要請は断らない

深刻な医師不足の状況ではあるが、救急搬送依頼の受入れを行っていくこ

とが公立病院としての使命である。２４時間３６５日のすべての時間帯の受入れ

はマンパワー的に困難であるが、すべての常勤医師が在院する平日の時間内

の受入れは、トリアージは必要であるが、必ず受入れていく。 

・診療科間の連携による受入れ

救急搬送受入れ依頼は内科、外科、整形外科が中心となるが、内科は医師

不足、整形外科は平日の午後は全医師が手術を行っており、救急患者対応が

できないことがあるのが現状である。 

この状況を改善するためにも、診療科間の連携による救急搬送患者の受入

れの拡大を図る。 
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④医師会との強固な連携（医師会とのホットラインの開設） 

高砂市民病院は市内唯一の公立病院として、地域医療の中核病院としての

役割を果たしていかなければならない。地域医療の充実には医師会との強固

な連携が必須であり、医師会からの紹介依頼による検査・診察については、即

日対応を実施することが望まれている。その要望に応えるため、医師会の開業

医と高砂市民病院間でホットライン（外線を通さず、直接、高砂市民病院医師

への依頼ができる専用回線）を開設し、開業医からの紹介依頼に対し、できる

限り、即日対応を行っていく。 

⑤在宅医療の充実 

今後、高齢化がますます進み、在宅医療対象患者の増加が見込まれている

状況の中、高砂市民病院も市民ニーズがさらに高まってくることが想定される

在宅医療について、地域の中核病院としての役割を担っていく。また、高砂市

民病院内にある「高砂市在宅医療・介護連携支援センター」と連携し、地域包

括システムにおける「医療」と「介護」の橋渡し役も果たしていく。 

  

（２）他医療機関との連携のあり方 

①開業医からの紹介患者に即時対応できるシステムの構築 

具体的には「高砂市民病院ホットライン」を開設し、開業医から担当医師へ

直接、紹介依頼（検査・診察等）ができる環境を構築し、迅速に開業医の要望

に応えていく。 

   ②加古川中央市民病院からの回復期患者の受入れ 

         高度急性期を担う加古川中央市民病院からの回復期患者の紹介を全面的

に受け入れ、東播磨医療圏域内での高砂市民病院の役割を果たしていくととも

に回復期病棟の病床稼働率をアップさせていく。 
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   ③ＤＸ化の推進 

         連携病院の中心となる加古川中央市民病院と電子カルテをネットワーク化し、

患者情報を共有することで迅速な患者紹介・逆紹介を行う。 

     またオンライン診療についても、調査・研究し、導入の検討を行っていく。 

 

（３）経営形態について 

当面は公立病院（公設公営）の経営形態を維持し、医師確保を最重点課題

として懸命に取り組んでいく。しかし、将来的に医師数が減少の一途をたどり、

多額の単年度資金不足（現金ベースの赤字）が継続して発生し、公立病院（公

設公営）としての経営形態を維持できないと判断された場合は、経営形態（地

方独立行政法人・指定管理者制度）を見直し、持続可能な経営基盤の確立を

目指していく。 

 

（４）東播磨医療圏域における高砂市民病院の役割 

①回復期機能の充実 

当該医療圏域は加古川中央市民病院、県立加古川医療センターが高度急

性期機能を担っていることから、高砂市民病院は今後、ニーズがますます高ま

ってくることが想定される回復期機能を充実させていく。 

   ②二次救急輪番制の維持 

回復期機能を充実させながらも地域の急性期機能も展開できることから、

深刻な医師不足の状況ではあるが、二次救急輪番制への参加を維持し、東播

磨医療圏域内での役割を果たしていく。 

 

 

4



 （５）必要な診療機能 

経営コンサルティング業務では将来の医師数予測から「１２７床」の提案があっ

たが、最大限の医師確保の取組により、医師数の増加を図り、ダウンサイジング

は行うものの、１２７床から幅を持たせた病床数を検討していく。 

    ただし、病床数はダウンサイジングするものの、診療科目について現状の診療

科数を維持していく。 

また新病院では、健診センターについてはワンフロア化し、現在、外来診療と混

在している健診・人間ドックを外来診療とは切り分け、健診・人間ドックに特化し

た機能をもたせる。 

 

２．医師確保に向けた方策 

（１）派遣元大学への派遣依頼 

派遣元大学へ粘り強く医師派遣依頼を行うためにも、派遣元大学への訪問依

頼回数を増加させていく。 

 

（２）専門医制度研修プログラムからの派遣 

加古川中央市民病院の当該研修プログラムの連携病院となっていることから

医師だけでなく、病院全体で充実した研修体制を構築し、専攻医に選んでもらえ

る病院となることに努める。 

 

（３）「兵庫県地域医療支援医師修学制度」からの派遣依頼 

当該制度を利用した医師は、へき地指定の医療圏域へのみ、派遣されることに

なっているが、へき地医療圏域以外の中小病院も深刻な医師不足が解消されな

い状況である。派遣元大学からも中小病院への医師派遣は非常に厳しい状況で
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あることから、へき地指定病院以外の中小病院にも、当該制度を利用した医師の

派遣がいただけるよう、兵庫県に働きかけていく。 

 

（４）セカンドキャリアを希望する医師の確保 

高砂市民病院は健診や人間ドック等、予防医療を充実させていく方向性であ

ることから、定年後の医師の継続雇用やセカンドキャリアを希望する医師をリク

ルートし、医師数の増加を図っていく。 

 

 （５）寄附講座の開設 

    市の地域医療の充実のため、派遣元大学病院と連携した寄附講座を開設し、

地域医療に関する教育・研究拠点を設置することで、総合医など地域医療を担

う医師などの養成や高砂市のニーズに即した医療に関する教育・研究を行うこ

とで地域医療の充実に寄与させていきたい。そして、この制度を活用することで

総合診療医の定着を目指していく。 

 

 （６）ドクターバンクの活用 

   転職を考えている医師が登録されているドクターバンクを活用し、現在、深刻

な医師不足となっている診療科、特に一般内科、腎臓内科、循環器内科医師の

確保を図っていく。 

 

（７）医学生への修学資金制度の創設の検討 

   全国の大学で学ぶ医学生を対象に修学資金制度の創設を検討し、大学卒業

後は高砂市民病院での勤務を義務付けることで、若手医師の確保に努める。 
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３．介護医療院の併設について 

現在、市内には介護医療院がないことから、医療度の高い介護医療院を高砂

市民病院に併設し、医療施設と介護施設をつなげることで高砂市民病院の収益

を向上させることができないか、検討を行った。 

第9期介護保険事業計画策定におけるアンケート調査結果からも介護医療院

のニーズは一定程度あると考えるが、介護医療院に入所している人の多くが特

別養護老人ホームでも対応可能な医療ケアを受けているのが現状であり、また、

令和７年度に中筋地区に８０床の特別養護老人ホームが開設されることに伴い、

待機者数４３人（令和４年４月時点）も一定解消が見込めるなどを踏まえると、高

砂市民病院への併設について確実に入所が見込めるとまでは言えない。 

また病院併設型の介護医療院は病院本体からの直接入所が大半であるが、

高砂市民病院を退院する医療度の高い回復期患者で介護施設へ入所している

実績は少ない。 

さらには、採用による新たな介護士等の人材確保が必要であること、建設コス

トも多額になる。 

以上のことから、現状においては介護医療院の併設はしない方向性とする。 

 

４．建物の建替えの考え方について 

（１）移転建替え・現地建替え・大規模改修について 

平成２年に建てられた現在の高砂市民病院は、建物の老朽化が進んでいる。 

新病院へ建替えが決定した場合、「移転建替え」「現地建替え」「大規模改修」

の３パターンが考えられる。この３パターンの中では、現病院の運営を休止、制

限することなく、病院機能を移行できることを勘案すると「移転建替え」が一番効
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率的である。また費用面においても上記３パターンのうち、「移転建替え」が一番

費用が抑制できるとの分析結果となっている。 

 

 （２）移転候補地について 

移転候補地については交通手段を考慮すると公共交通、特に現病院の山陽

電鉄沿線があげられる。また、交通手段だけではなく、人口集中や利便性等も勘

案し、移転場所を検討してきた。 

現時点では、山陽電鉄高砂駅周辺または荒井駅周辺を候補地とした。１２月に

予定している高砂市民病院将来構想（案）の策定に向けて、今後検討を重ねてい

く。 

 

５．市の財政負担について 

 （１）高砂市民病院への繰出金推移 

        （単位：百万円） 

  H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

基準内 790 741 730 532 536 568 523 446 462 

基準外 466 480 588 394 0 0 0 494 591 

合 計 1,256 1,221 1,318 926 536 568 523 940 1,053 

          

  R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

基準内 531 562 564 544 542 754 729 702 687 

基準外 633 614 641 601 584 552 648 641 638 

合 計 1,164 1,176 1,205 1,145 1,126 1,306 1,377 1,343 1,325 

※基準内とは、国から示される基準に基づき市が負担する財政支援額 

※基準外とは、主に高砂市民病院の赤字に対する補てん額 
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（主な算出根拠） 

・令和１２年度に病床数１２７床（介護医療院なし）で移転新築した建築費を見込

んでいる。 

・医師確保が出来ずに医師数が減少、その他の医療従事者も病床規模に見合う

職員数とした人件費を見込んでいる。 

（分析） 

経営コンサルティング業務委託による分析では、今後の高砂市民病院への基

準外繰出金は４億９４００万円から最大６億４８００万円で推移することが想定さ

れている。基準外繰出金額が上下しているのは、電子カルテの更新（令和６年、１

１年）、大型放射線機器の更新（令和８年、１１年）、また令和１２年度に建替えする

ことを想定した基本設計、詳細設計、建築費用等の経費が発生することによる。 

（2）高砂市全体の収支推移

（分析条件） 

高砂市全体の収支推移の分析については、中長期ベース（不用額１．８％）と実

績ベース（不用額３．０％）という範囲で、３０年間の超長期財政見通しを作成し、

検討した。 

作成の条件については、令和５年度以降の税収の増減や物価上昇、人件費上

昇等の変動要素を一切考慮せず、令和５年度地方財政計画で見込まれている

歳入、歳出で考え方を固定している。これは、地方財政計画が、地方団体が標

準的な行政水準を確保できるよう地方財源を保障するものであるから、変動要

素により歳出増の局面には、財源も保障される、という前提からである。 

（想定外の影響要因） 

   ここで、想定外の影響要因について、整理する。 
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・経済成長を伴う物価（金利）上昇は、それ以上の歳入増も伴うので収支が好転

する。 

・経済成長を伴わない物価（金利）上昇は、歳入増を伴わないので収支が悪化 

する。 

・景気後退を伴う物価（金利）上昇は、収支がもっとも悪化する。 

・人口減少等による地方財政計画の規模縮小は、歳出に占める義務的経費（公

債費・人件費等）の割合が相対的に増加するため、収支が悪化する。 

・市単独ソフト事業については、新規事業を見込んでいない。 

   上記要因により、収支が大きく変動する可能性がある。 

  （作成ポイントと結果） 

これらを踏まえて、今回の作成ポイントは、公共施設の更新等の投資的経費を 

反映するとともに、公債費及び普通地方交付税の需要額算入を見込んだ点であ

る。これによって、超長期財政見通しの最終年度（令和３４年度）における、財政

調整基金残高については、中長期ベース（不用額１．８％）では△７４億円となり、

実績ベース（不用額３．０％）では、＋１４億円となった。現在の財政調整基金残高

と比べ、いずれの場合も減る結果となった。 

  （分析） 

３０年という超長期間での見通しということもあり、単年度では少額の影響で

あっても、最終的には大きな影響となることが改めて浮き彫りになった。過去長期

間にわたって続いたデフレーションから潮目が変化した現在、投資的経費におけ

る物価や金利の上昇は、相当な内包リスクと分析する。市の持続可能な財政運

営が可能となるよう高砂市民病院の経営改善目標を設定する必要がある。 
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６．新たなアピールポイントについて 

（１）全室個室化

新病院の建替えが決定した場合、入院部屋は全室個室化とする。料金は特別

室を除き無料とし、経済的負担を増加させることなく、入院患者の療養環境の向

上を図る。 

（２）健診・人間ドック事業の拡大

・新病院の建替えが決定した場合は健診センターをワンフロア化し、健診・ドック

に特化した機能を持たせる。

・予約なしでのがん検診、特定健診の実施

・土日・祝日の健診実施

・市内事業所（市職員も含む）への健康診断の拡充

（３）小児リハビリテーションの PR

高砂市民病院の言語聴覚士は、日本言語聴覚学会の最優秀論文賞を受賞し、

現在は日本摂取嚥下リハビリテーション学会の評議員としても活躍している。そ

の言語聴覚士による「小児読み書き外来」や「言語療法外来」の専門外来の患者

は県外からも受診している。この専門外来の強みを大きく PR することで、高砂

市民病院の知名度を上げていく。 

（４）高齢者心不全ネットワークへの参加

急速な高齢化が進展していく状況の中、高齢者の心不全が１０年後は現状の

１．５倍となることが想定されている。当該疾患は地域で対応していく体制が必要

であることから東播磨医療圏域内で構築されている「高齢者心不全ネットワーク」
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へ参加し、他医療機関との連携を深め、その役割を果たしていく。 

（５）ヘルニアセンターの開設の検討

現在、高砂市民病院は地域の急性期機能も担っていることから、がんの手術

件数は大幅に減少している状況であるが、虫垂炎やヘルニア手術等は十分に対

応できることから他医療機関へ当該手術について、紹介依頼を意欲的に行って

いくべきであると考えている。特にヘルニア手術については、東播磨医療圏域内

において高砂市民病院が担っていくことで、ヘルニア手術の専門性を高めること

ができることから、ヘルニアセンターの開設について検討していく。 

（６）夜間診療の実施の検討

医師確保の取組により、医師数が増加した場合、「東はりま夜間休日応急診療

センター」の診察へのつなぎとして、夜間診療を実施し、東播磨医療圏域内の夜

間診療の充実に貢献していきたい。 

（７）出前講座の充実

現在、実施している「市民病院出前講座」について、市民の皆さまが関心を持

たれている病気、健康に関する知識、そして非常にニーズが高まっている感染症

に関する講座等のメニューを増加させ、市民の皆さまに医療に関するきめ細か

いサービスを提供していく。 

７．新たな経営改善策について 

（１）病院職員による提案制度について

現在、市で実施している提案制度にならい、病院職員による病院運営に係る
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提案制度を創設し、高砂市民病院の経営改善策、イメージアップ、タスクシフト・

タスクシェア等にそれらの意見を取入れ、院内の活性化を図っていく。 

 

（２）病院経営のエキスパートの採用について 

病院経営においては、医療制度、診療報酬体系、医療二―ズ等のマーケティ 

ング、国の医療政策の動向の分析など非常に専門性の高い知識が必要となって

くる。そのようなエキスパートを病院事業管理者の補佐として採用できないか、

検討していく。 

 

（３）病院施設の包括管理委託の導入 

市においては、複数施設を一括で管理する包括管理委託を導入している。高

砂市民病院においても、同様に実施することで、病院事業全体における費用を削

減できないか、検討していく。 

 

（４）職員給与比率（対医業収益）の抑制 

現在、高砂市民病院の職員給与比率は７０％を超え、人件費が病院経営を圧

迫している状況となっている。将来的にダウンサイジングを考慮した人員配置計

画を作成するとともに、組織横断的なタスクシェア及び DX 化の推進を実施する

など、人件費の削減を図っていく。 

 

（５）事務局の人員配置について 

高砂市民病院の事務局は市長部局からの出向職員で構成されているが、病

院運営には専門的な知識が必要となっている。この事務局の人員配置を医療制

度、診療報酬体系等の専門的知識を持ったプロパー職員で構成するように変更
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できないか、検討していく。 

 

おわりに 高砂市民病院の将来像について 

高砂市民病院は、昭和４０年に開設以来、地域の中核病院として急性期、回復

期、終末期医療を提供しています。 

また、新型コロナウイルス感染症対応においては、陽性患者の入院対応、PCR

検査、そして感染防止のためのワクチン接種等、全てのコロナ対応医療を実施し、

公立病院としての使命を果たし、その存在意義を示したと考えております。 

高砂市民病院は、「面倒見のいい病院」として、引き続き市民の皆様に寄りそ

った医療を提供する総合病院を目指してまいります。 

一方で解決するべき課題も多くあります。 

平成２年に建築した現在の高砂市民病院は、建物の老朽化が進んでいます。

外部有識者で構成された高砂市民病院将来構想検討委員会において、一番効

率的とされた「移転建替え」により、新しい高砂市民病院として多くの市民・患者

様に利用していただけるような魅力のある病院にしてまいります。 

また、医師数においては、令和４年度に高砂市民病院が委託した経営コンサル

ティング業務報告書では、現状から医師を確保できない場合、令和１２年度には

常勤医師が１５名まで減少するとされています。医師が減少することにより収益も

下がり、結果として市が行う赤字補てん額が増加することになります。充実した医

療の確保及び持続可能な病院経営のため、医師の確保対策、さらには前述の新

たなアピールポイントや経営改善策にも取り組んでまいります。 

これらの取り組みの実施を前提に、基準外繰出金を４億円に維持できた場合、

超長期財政見通しの最終年度（令和３４年度）における、財政調整基金残高につ

いては、中長期ベース（不用額１．８％）では△33 億円となり、実績ベース（不用
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額３．０％）では、＋55 億円となります。残高には幅があるものの、現時点では、

持続可能な財政運営ができる範疇と判断し、令和８年度末の時点での将来予測

で基準外繰出金が４億円程度を維持できなければ、経営形態を見直し、持続可

能な経営基盤の確立を目指します。 
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介護医療院について

問：高砂市に特に不足していると感じるサービス（予防含む）はありますか。 

（対象：ケアマネジャー 回答数：68（5つまで選択可）） 

サービス種別 市内事業所数 回答数 割合（％） 

定期巡回随時対応型訪問介護看護（地域密着） 1 37 54.4 

夜間対応型訪問介護（地域密着） 0 22 32.4 

介護医療院 0 20 29.4 

小規模多機能型居宅介護（地域密着） 2 19 27.9 

認知症対応型通所介護（地域密着） 0 17 25.0 

問：高砂市に特に不足していると感じるサービスがありますか。 

（対象：介護事業所 回答数：131（5つまで選択可）） 

サービス種別 市内事業所数 回答数 割合（％） 

特にない 50 38.2 

定期巡回随時対応型訪問介護看護（地域密着） 1 22 16.8 

夜間対応型訪問介護（地域密着） 0 16 12.2 

介護医療院 0 11 8.4 

問：今後、高砂市において、新規に展開したい（新規に事業実施に取り組みたい）と考えている介護サービ

スはありますか。（対象：介護事業所 回答数：131（いくつでも選択可））

サービス種別 市内事業所数 回答数 割合（％） 

特にない 93 71.0 

訪問介護 20 8 6.1 

訪問看護 13 7 5.3 

介護医療院 0 0 0 

問：あなたは将来について、どのような生活を希望しますか。 

（対象：市内 65歳以上 3,800人 回答数 3,124（１つだけ選択）） 

クロス集計結果：医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの提供体制の検討

（要介護度別・主な介護者が行っている介護）（対象：介護認定所持者）

（％）

【R17（2035）要介護認定者数で換算】

要介護 1.2   240人 

要介護 3以上 491人 
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高砂市の要介護認定者数の推移

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数 

R5（2023） 1,275 1,239 1,187 595 558 457 347 5,658 

R6（2024） 1,308 1,270 1,216 611 574 469 354 5,802 

R7（2025） 1,344 1,300 1,248 625 588 484 365 5,954 

R8（2026） 1,376 1,330 1,278 642 602 498 370 6,096 

R12（2030） 1,498 1,444 1,401 711 668 553 401 6,676 

R17（2035） 1,499 1,517 1,494 779 735 616 437 7,077 

R22（2040） 1,390 1,464 1,462 783 750 634 455 6,938 

R27（2045） 1,333 1,394 1,383 743 712 604 431 6,600 

（出典：厚労省 地域包括ケア「見える化システム」）  ※R5のみ実績値
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超長期財政見通しの考え方 

（超長期財政見通し作成の目的） 

高砂市民病院将来構想庁内検討委員会は、市民病院のあるべき姿、機能及び役割、建物の建

替えを含めた方向性に関し、庁内組織における情報共有を図り、調査検討を行うために設置され

た。市民病院建物の建替えは、市の財政へ長期にわたって影響することが見込まれるため、令和

５年３月の中長期財政計画をさらに延長し、令和５年度から令和３４年度までの３０年間にわたる

超長期の財政見通しを作成する。これは、将来に向けて持続可能な財政運営を行うことを目的と

している。 

（全体事項） 

・令和５年３月中期財政計画、長期財政見通しをベースに作成するが、令和４年度については、

決算を反映している。令和５年度については、普通地方交付税及び臨時財政対策債を当初

決定額で反映し、令和６年度以降はそれらを考慮した額を反映している。 

・令和５年３月中期財政計画、長期財政見通しと同様、令和５年度地方財政計画の一般財源総

額をベースとした超長期財政見通しとする。歳入は、基本的に長期財政見通しの最終年度で

固定とする。歳出は、マクロベースで財源が確保されている補助事業等については長期財政

見通しの最終年度で固定している。これらは地方財政計画において、地方団体が標準的な行

政水準を確保できるよう、地方財源が保障されていることによる。 

・投資的事業は、公共施設の更新については、事業計画で予定されているものを反映し、連続

立体交差事業、広域ごみ処理施設更新事業、インフラ関係経費についても計上している。

・本表を４パターン作成している。

①不用額を中期財政計画、長期財政見通しと同様に歳出に１．８％を乗じた金額で、市民病

院基準外繰出金（赤字分）については経営コンサルティング業務報告書ベースとする。 

②不用額を過去５年間の実績 3.0％を乗じた金額で、市民病院基準外繰出金（赤字分）につ

いては経営コンサルティング業務報告書ベースとする。 

③不用額を中期財政計画、長期財政見通しと同様に歳出に１．８％を乗じた金額で、市民病

院基準外繰出金（赤字分）については令和９年度以降４億円で固定している。 

④不用額を過去５年間の実績 3.0％を乗じた金額で、市民病院基準外繰出金（赤字分）につ

いては令和９年度以降４億円で固定している。 
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（歳入） 

原則として、令和１５年度以降は、令和１４年度の歳入をベースに横ばいとする。 

地方財政計画では、地方団体が標準的な行政水準を確保できるよう地方財源を保障している

ことから、令和５年度地方財政計画の一般財源総額が、令和６年度以降も確保される前提とする。 

１．市税 

 令和５年度地方財政計画で条件を固定することから、令和１５年度以降は令和１４年度と同額と

する。ただし、下記の条件を考慮すると、別添１のとおり推移すると見込まれる。 

【個人市民税】 

令和１５年度以降は、人口減少及び生産年齢人口の減少に伴う納税義務者の減少、６５歳以上人

口が最大となる時期等の影響を見込んでいる。 

【法人市民税】 

 新型コロナウイルス感染症の影響から一定の回復傾向にあり、令和５年度の予算規模で推移す

ると見込んでいるが、生産年齢人口の減少に伴う税収への影響を反映している。 

【固定資産税】 

 固定資産税については、将来への影響は少ないものと考えるが、人口減少に伴い、家屋（居宅）

の新築件数が減少傾向にあると考え、その影響を見込む。償却資産については法人市民税と同

様に、生産年齢人口の減少に伴う影響を反映している。 

その他の税についても、人口減少等による影響を見込む。 

２．地方交付税等 

（１）普通地方交付税

令和５年度地方財政計画で条件を固定することから、積算ベースも固定する。ただし、交付税

算入のある起債に伴う普通地方交付税の増減は反映する。 

（２）臨時財政対策債

令和５年度地方財政計画で条件を固定することから、積算ベースも固定する。また、財政力指

数の変動による、発行限度額の変動も考慮しない。 
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（歳出） 

原則として、令和１５年度以降は、令和１４年度の歳出をベースに横ばいとする。 

地方財政計画では、地方団体が標準的な行政水準を確保できるよう地方歳出を見込んでいる

ことから、令和５年度地方財政計画の歳出水準が、令和６年度以降も確保される前提とする。 

１．人件費 

人件費は令和５年度地方財政計画でマクロベースでの財源が確保されているため、令和１５年

度以降は令和１４年度と同額とする。 

２．公債費 

令和１５年度以降は、公共施設の更新や連続立体交差事業、広域ごみ処理施設更新事業、その

他インフラ事業（毎年度借入額５億円に固定）を踏まえた借入予定額とし、算定する。また、市債借

入条件については、公共施設は２５年償還（３年据置）借入利率０．９％、連続立体、広域ごみ処理

施設更新事業、インフラは２０年償還（３年据置）借入利率０．８％とする。 

また、既発債と新発債の内訳、残高は別添２のとおり推移すると見込み、参考に借入利率を０．

９％→１．８％、０．８％→１．６％と設定した場合も示す。 

３．扶助費 

補助事業等は令和１５年度以降、令和５年度地方財政計画でマクロベースでの財源が確保され

ているため固定する。ただし、市単独事業は、世代別人口の増減等の影響を反映している。 

４．繰出金 

各特別会計繰出金は令和１５年度以降、令和５年度地方財政計画でマクロベースでの財源が

確保されているため固定する。ただし、将来推計人口に基づく世代別人口の増減による影響を

反映させると別添３のとおり推移すると見込まれる。 

５．投資的経費 

令和１５年度以降は、公共施設の更新や連続立体交差事業、広域ごみ処理施設更新事業、その

他インフラ事業（毎年度０．５億円に固定）を踏まえた額を算定する。また、公共施設の更新につい

ては、一律、特定財源は無しとし、市債充当率は７５％とする。 
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６．その他経費 

（１）補助費等（下水道事業繰出金）

 総務省の要請により策定する、中長期的な経営の基本計画である「下水道事業経営戦略」に基

づいて、基準内繰出として、雨水処理に要する経費、分流式下水道等に要する経費等を計上する。 

（２）補助費等（市民病院繰出金）

 高砂市民病院経営コンサルティング業務報告書で提案された内容に基づいて金額を計上し、作

成している。法定耐用年数を迎える病院の建替え（移転新築、介護医療院無し）を想定し、それに

係る繰出金を計上する。令和１５年度以降は、コンサルティング業務で提案された積算内容に準じ

て算定する。 

 また、令和９年度以降について、市民病院への基準外繰出金（赤字分）を４億円で固定したもの

も作成している。 
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